
建築住宅課長 課長補佐 精査 設計

対象団地

　　　　　　　　　　　　鉄骨造　　　 ＣＢ造　　　計　　　　　　　

高草団地、西品治団地、美穂第一団地、倉田団地、湖南団地、国安南団地、

円通寺団地

円通寺Ｃ団地、国安団地、馬場団地、下味野団地、下味野Ｂ団地、古海団地、

西品治北団地、法花寺団地、わかとり団地、新麻生団地

受託県営住宅

市営住宅

賀露団地、湖山団地、徳吉団地、吉成団地、駅南団地、旭町団地、大森団地、

湯所団地、玄好団地、材木団地、田島団地、円通寺団地、円通寺Ｂ団地、

住宅建設係

令和７年度 令和７年５月

令和７～8年市営住宅等維持管理業務　内訳書

No. 区　分 業　　 　　　務　 　　　　概　 　　　　要

鳥　　　取　　　市



№ 1

                

                

管理委託費 市営住宅

                令和7年7月～令和8年6月 1

                式

受託県営住宅

令和7年7月～令和8年6月 1

式

合計 1

                式

                

計

                1 千円未満切捨て

                

消費税及び

地方消費税相当額 1

                式

委託費 1

                式

                

                

                

単位 単　価 金　　額 摘　　　要数　量

内訳

令和７～8年市営住宅等維持管理業務

区分 品       目 品   質 ・ 規   格

鳥　　　取　　　市



№ 2

市営住宅

                

賀露団地 令和7年7月～令和8年6月

（12か月）

戸

湖山団地 令和7年7月～令和8年6月

（12か月）

戸

徳吉団地 令和7年7月～令和8年6月

（12か月）

戸

吉成団地 令和7年7月～令和8年6月

（12か月）

戸

駅南団地 令和7年7月～令和8年6月

（12か月）

戸

旭町団地 令和7年7月～令和8年6月

（12か月）

戸

大森団地 令和7年7月～令和8年6月

RG3棟以外 （12か月）

戸

湯所団地 令和7年7月～令和8年6月

（12か月）

戸

玄好団地 令和7年7月～令和8年6月

（12か月）

戸

材木団地 令和7年7月～令和8年6月

（12か月）

戸

田島団地 令和7年7月～令和8年6月

（12か月）

戸

円通寺団地 令和7年7月～令和8年6月

（12か月）

戸

円通寺Ｂ団地 令和7年7月～令和8年6月

（12か月）

戸

円通寺Ｃ団地 令和7年7月～令和8年6月

（12か月）

戸

国安団地 令和7年7月～令和8年6月

（12か月）

戸

馬場団地 令和7年7月～令和8年6月

（12か月）

戸

下味野団地 令和7年7月～令和8年6月

（12か月）

戸

数　量 単位 単　価 金　　額 摘　　　要

明細書

令和７～8年市営住宅等維持管理業務

区分 品       目 品   質 ・ 規   格

鳥　　　取　　　市



№ 3

下味野Ｂ団地 令和7年7月～令和8年6月

（12か月）

戸

古海団地 令和7年7月～令和8年6月

（12か月）

戸

西品治北団地 令和7年7月～令和8年6月

（12か月）

戸

法花寺団地 令和7年7月～令和8年6月

（12か月）

戸

わかとり団地 令和7年7月～令和8年6月

（12か月）

戸

新麻生団地 令和7年7月～令和8年6月

（12か月）

戸

令和7年7月～令和8年6月

計 （12か月）

戸

大森団地 令和7年7月～12月（6か月）

RG3棟

戸

令和7年7月～12月（6か月）

計

戸

市営住宅合計

単　価 金　　額 摘　　　要

明細書

令和７～8年市営住宅等維持管理業務

区分 品       目 品   質 ・ 規   格 数　量 単位

鳥　　　取　　　市



№ 4

受託県営住宅

高草団地 令和7年7月～令和8年6月

（12か月）

戸

西品治団地 令和7年7月～令和8年6月

（12か月）

戸

美穂第一団地 令和7年7月～令和8年6月

（12か月）

戸

倉田団地 令和7年7月～令和8年6月

（12か月）

戸

湖南団地 令和7年7月～令和8年6月

（12か月）

戸

国安南団地 令和7年7月～令和8年6月

（12か月）

戸

円通寺団地 令和7年7月～令和8年6月

（12か月）

戸

計

戸

県営住宅合計

数　量 単位 単　価 金　　額 摘　　　要

明細書

令和７～8年市営住宅等維持管理業務

区分 品       目 品   質 ・ 規   格

鳥　　　取　　　市



鳥取市市営住宅等維持管理業務仕様書 

 

１ 業務名称 

令和７～８年市営住宅等維持管理業務 

 

２ 趣旨 

この仕様書は、鳥取市が管理する市営住宅及び市が管理を受託している県営住宅（以下、「受託

県営住宅という。」）の管理業務の内容及びその履行方法等について定めることを目的とする。 

 

３ 業務期間 

令和７年７月１日から令和８年６月 30 日まで 

 

４ 対象団地 

(1) 市営住宅（23 団地） 

団地名 住所 構造 棟数 戸数 

賀露団地 鳥取市賀露町南二丁目地内 中層耐火構造 16 255 

湖山団地 鳥取市湖山町北三丁目地内 中層耐火構造 7 163 

徳吉団地 鳥取市徳尾地内ほか 中層耐火構造 19 448 

吉成団地 鳥取市吉成地内 中層耐火構造 2 34 

駅南団地 鳥取市興南町地内 中層耐火構造 2 35 

旭町団地 鳥取市立川町六丁目地内 中層耐火構造 12 280 

大森団地 鳥取市相生町三丁目地内 中層耐火構造 4 110 

湯所団地 鳥取市湯所町一丁目地内ほか 中層耐火構造 2 39 

玄好団地 鳥取市玄好町地内 中層耐火構造 1 18 

材木団地 鳥取市材木町地内 中層耐火構造 2 40 

田島団地 鳥取市田園町一丁目地内 中層耐火構造 4 80 

円通寺団地 鳥取市西円通寺地内 木造 4 4 

円通寺Ｂ団地 鳥取市西円通寺地内 木造 4 8 

円通寺Ｃ団地 鳥取市円通寺地内 中層耐火構造 1 9 

国安団地 鳥取市国安地内 中層耐火構造 7 14 

馬場団地 鳥取市馬場地内 中層耐火構造 1 12 

下味野団地 鳥取市下味野地内 木造 9 18 

下味野Ｂ団地 鳥取市下味野地内 木造 8 16 

古海団地 鳥取市古海地内 中層耐火構造 1 6 

西品治北団地 鳥取市田島地内 中層耐火構造 1 21 

法花寺団地 鳥取市国府町法花寺地内 木造 7 14 



わかとり団地 鳥取市国府町町屋地内 木造 8 16 

新麻生団地 鳥取市国府町町屋地内 木造 3 6 

   大森団地 RG3 棟は令和 8 年 1 月から令和 8年 6 月までの間工事のため使用しない。 

(2) 受託県営住宅（７団地） 

団地名 住所 構造 棟数 戸数 

高草団地 鳥取市古海地内 中層耐火構造 5 87 

西品治団地 鳥取市田島地内ほか 中層耐火構造 3 54 

美穂第一団地 鳥取市源太地内 木造 6 12 

倉田団地 鳥取市数津地内 中層耐火構造 1 12 

湖南団地 鳥取市吉岡温泉町地内 木造 6 12 

国安南団地 鳥取市国安地内 木造 7 14 

円通寺団地 鳥取市西円通寺地内 簡易耐火 6 6 

 

５ 業務内容 

(1) 維持修繕業務 

ア 休日夜間を問わず、市からの緊急対応の要請及び入居者からの緊急の修繕に対応すること。

また、これらに対応するための人員の確保、環境の整備を行うこと。また、緊急対応は緊急

度に応じて１時間から１日以内に対応するものとし、修繕完了に至らないものについては応

急対応を実施し、入居者の生命、財産等の安全確保を図ること。 

イ 入居者からの苦情、相談等を受理した場合は、必要に応じて現地での調査を行い、真摯か

つ誠実に対応すること。 

ウ 市又は入居者からの修繕の依頼及び不具合の相談を受理した場合は、必要に応じて現地で

の調査を行い、修繕費の負担が市又は入居者のいずれかを決定し、市負担の場合はすみやか

に修繕、樹木剪定及び伐木、害虫駆除及び防除等（以下「維持修繕業務」という）を行うこ

と。入居者負担の場合は、入居者に対してその旨を説明し、必要があれば補修業者をあっせ

んするなど、管理上支障がないようすみやかな復旧に努めること。また、受託者が現地で破

損、又は異常か所等を発見した場合は、市に報告するとともに維持修繕業務を行うこと。 

エ 維持修繕業務の対象範囲、負担の区分等に疑義がある場合は、事前に市と協議すること。 

オ 市の負担となる維持修繕業務については、緊急の場合を除き、次のとおりとする。 

(ｱ) 受託者が委託料のうち別途通知する維持修繕費の範囲内で修繕を行うこと。また、維持

修繕費の額を上回ることとなる場合には、事前に市と協議するものとする。 

(ｲ) 修繕費が１件２万円を超える場合には、事前に市に報告すること。また、修繕費が１件

20 万円を超える場合には、事前に市と協議すること。 

カ ガス漏れ、水漏れ等の緊急の修繕の際は、直ちに現場におもむき、迅速に適切な処置を行

い、入居者の生命、財産等の安全確保を図ること。 

キ 維持修繕業務が完了した場合は次による。 

(ｱ) 再委託者が行った場合は、業務の完了を確認し、修繕完了通知書（様式１）と再委託者

が作成する請求書を作成させ提出すること。 



(ｲ) 受託者が行った場合は、修繕完了通知書（様式１）と、それに要した費用の根拠が分か

る書類を添付して提出すること。 

ク 火災が原因による住宅損害部分の修繕は、市が行う。 

(2) 業務従事者の選任 

  ア 本業務について総合的に把握し、各業務従事者に対する総括的な指揮および監督を行う  

業務責任者を１名配置する。 

  イ 業務責任者の指揮及び監督の下、それぞれの担当業務に従事する業務担当者を配置する。

業務担当者は業務に支障を起こすことが無いよう十分な人数を配置する。 

  ウ 受託者は選任した業務従事者を業務従事者届出書（別紙 7）にて届け出ること。 

  エ 本業務を行うにあたり、次のいずれかの有資格者を配置すること。 

     一級建築士、二級建築士、一級建築施工管理技士、二級建築施工管理技士 

    （建築士や施工管理技士が配置できない場合は、有資格者と常時連絡が可能な体制をとる

こと。また、建築基準法等関連法令の適合など高度な判断が必要な工事等に関しては建築

士に確認を行ったうえで着手すること。） 

(3) 検査及び確認業務 

ア 市から入居前確認の依頼があったときは、市に同行し、室内の確認を行うこと。入居前修

繕が必要である場合には市と協議のうえ、(1)維持修繕業務により実施すること。 

イ 入居者から住宅の入居時確認の依頼があったときは、入居者の立会いのうえ、室内の確認

を行うこと。 

(4) 防火管理者の選任 

ア 消防法（昭和 23 年法律第 186 号）第８条に規定する防火管理者を１名以上選任し、配置

すること。 

イ 選任された防火管理者は、速やかに住宅の消防計画を作成し、市の求めに応じて提出する

こと。 

ウ 防火管理者は避難訓練を計画し、入居者及び消防署への通知を行い、避難訓練の実施は速

やかに市に報告すること。 

(5) 保守点検業務 

保守点検業務は、委託料のうち別途通知する保守点検費の範囲内で修繕を行うこと。保守点

検の結果、修繕や設備更新等が必要となる場合は、その範囲内で実施すること。なお、各種保

守点検の実施に当たって、実施事業者に立会いを求められた時、受託者は立会いし、その実施

日程等については事前に入居者にその旨を周知しておくこと。 

ア 簡易専用水道定期検査 

水道の衛生状態を維持するため、水道法（昭和 32 年 6 月 15 日法律第 177 号）第 34 条の

２の規定により、厚生労働大臣に登録された検査機関により検査を行うこと。 

（受託県営住宅を除く） 

イ 消防用設備等保守点検業務（期限が切れた消火器の交換を含む） 

別紙１により行うこと。 

（受託県営住宅及び一部の市営住宅※を除く） 

ウ 緊急通報システム保守点検業務 

別紙２により行うこと。 



エ 受水槽・高架水槽清掃業務 

別紙３により行うこと。 

（受託県営住宅及び一部の市営住宅※を除く） 

オ 公園遊具点検業務 

別紙４により行うこと。 

カ 樹木管理業務 

  別紙５により行うこと。 

※一部の市営住宅とは、吉成団地、駅南団地、大森団地 RG棟、玄好団地、円通寺(Ｂ、Ｃ含む)

団地、国安団地、馬場団地、下味野(Ｂ含む)団地、古海団地、西品治北団地、法花寺団地、

わかとり団地、新麻生団地をいう。 

(6) その他の業務 

ア 修繕必要か所の早期発見や適正な管理のため、４半期に１回程度住宅の巡回を行い、団地

敷地内の工作物等の異常の有無を確認すること。故障などの異常を発見した場合は原因究明、

応急処置を行い、市へ報告後、修繕等の処置を行うこと。 

イ 荒天が予想される場合には、施設等が安全上問題ないか事前に確認すること。 

ウ 荒天後は管理敷地を巡回し、災害の有無を点検し、重要な事故がある場合は速やかに市に

報告を行うとともに、２次被害を引き起こさないよう処置すること。 

エ 市の求めに応じ随時の同行訪問を行い、建築設備などの管理状況について技術的助言を行

うこと。 

オ 消費生活用製品安全法で定められた風呂釜等の特定保守製品の点検については、点検方法

等について事前に市と協議を行い実施すること。 

(7) 報告 

各号による報告書の様式は、法令等の規定がある場合を除き、市が定める。また、市の求め

に応じ、作成した報告書の PDF データを提出すること。 

 

６ 随時の業務報告 

(1) 受託者は受託業務の遂行に関連して事故や災害などの緊急事態が発生した場合、直ちに必要

な措置を講ずるとともに、市を含む関係者に対して緊急事態発生の旨を通報しなければならな

い。 

(2) 市は受託者に対し、受託業務の実施状況、委託料の使途その他必要な事項に関して定期又は

必要に応じて臨時に報告を求めることができる。 

(3) 業務報告の内容に基づき、受託者の業務内容に改善が必要であると認める時、市は実地に調

査し、または必要な指示を行うことができる。 

 

７ 業務の再委託 

受託者は、維持修繕業務及び保守点検業務について、再委託することができる。 

 

８ 業務報告書等の提出 

(1) 受託者は、当該月の受託業務の実施の状況に関する実績報告書（様式２）、その他の次に掲

げる書面をその翌月 10 日まで（維持修繕費及び保守点検費の合計が１千万円以上となる場



合は翌月 5 日まで）に市に提出すること。この場合、市営住宅及び受託県営住宅を分けて作

成するものとする。 

ア 実績報告書（様式２） 

イ 修繕完了通知書（様式１） 

ウ 入居者からの修繕及び不具合相談や苦情の処理状況をまとめたもの 

エ 市が指示する書面 

(2) 市は、上記の実績報告書の内容を確認し、その内容が業務の内容からみて不適切であった場

合は受託者の負担において業務の一部をやり直しさせることができる。 

 

９ 委託料の支払について 

(1) 市は、受託業務の実施の状況に関する実績報告書の提出を受けたときは、実施した委託内容

を検査し、当該検査に合格すると認めたときに、委託料の額が確定する。委託料のうち維持

修繕費の額は維持修繕業務に要した経費の実支出額とする。この場合、実支出額とは、受託

者が行った修繕に要した経費（事務手続きを含む）及び再委託に支払う修繕費の合計をいう。 

(2) 受託者は委託料の額が確定した場合は、市に対して請求書（様式３）により委託料の請求を

すること。委託料は管理委託費分と維持修繕費分との合計の額を別紙６のとおり支払うもの

とする。 

 

10 業務の引継ぎについて 

委託期間の満了、又は委託契約の解除により次期受託者に業務を引き継ぐときは、円滑な引継

ぎに協力するとともに、市に必要な資料等を直ちに提出すること。 

 

11 委託業務の継続が困難になったときの処置 

(1) 受託者はその業務の継続が困難になった場合において、速やかにその旨を市に申し出なけれ

ばならない。 

(2) 受託者の責めに帰すべき事由により受託業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが

生じた場合には、市は受託者に対して必要な指示を行うことができる。 

(3) 不可抗力その他の事由により委託業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた

場合には市と受託者は委託業務の継続の可否について協議することとする。 

 

12 委託業務を実施するに当たっての留意事項 

(1) 団地は公共施設であることを念頭に置き、公平公正かつ適切な管理を行うものとする。 

(2) 消防法、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和

45 年法律第 137 号）、労働安全衛生法（昭和 47年法律第 57 号）、個人情報の保護に関する法律

（平成 15 年法律第 57 号）、鳥取市営住宅の設置及び管理に関する条例（平成６年６月 24 日）

その他関係する法令等を十分に理解し、これら法令等の規定に基づいた適正な委託業務の実施

を行うこと。 

(3) 受託者は、入居者からの修繕の依頼及び不具合の相談を受ける連絡先を、入居者の全員に周

知すること。また、これを変更する場合も同様とする。修繕受付の電話対応を自動音声にて対

応する場合、操作手順を記した文章を契約日から 30 日以内に各住戸に配布すること。また、



新規入居者対応用として市に配布文章データを提供すること。 

(4) 市と連携を図り業務を行うこと。なお、通常の協議及び報告等については、鳥取市都市整備

部建築住宅課を窓口とする。 

(5) ４に掲げる住宅については、契約期間中に用途廃止となったもの及び政策空家とした棟を、

管理業務の対象から除外することがある。この場合、市は用途廃止及び政策空家とした棟の戸

数に応じて委託料を減額するものとする。 

(6) 本仕様書を遵守するために要する経費は、管理委託費に含む。ただし、維持修繕業務及び保

守点検業務は、維持修繕費等とする。 

(7) この仕様書に関し、疑義が生じた場合、又はこの仕様書に定めのない事項については市と協

議し決定すること。 

(8) 共用部の鍵は、履行開始までに鳥取市建築住宅課より貸与を受け、履行期間満了時返却する

こと。また住戸の鍵は、管理を行っている下記の業者より貸与を受け、修繕等完了後は速やか

に返却すること。 

  管 理 者：鳥取県住宅供給公社 

  住 所：鳥取市田園町 4丁目 207 

  電話番号：0857-27-7333 

 

13 資料の貸与 

   本市は委託者に対し、業務の遂行上必要とされる資料等を貸与するものとするが、修繕等完

了後速やかに返却するものとする。なお、本市により貸与される資料等について、受託者はそ

の重要性を十分に認識したうえで漏洩、紛失等のないように取扱い、管理するものとする。そ

の他業務等の遂行上必要な資料については、受託者の責任と負担において収集する。 

 

14 情報公開、個人情報の保護 

(1)  本業務を通じて、委託者が取り扱う情報の管理については、鳥取市情報公開条例に定められ

た必要な措置を講ずることにより、情報を適切に管理しなければならない。 

(2)  本業務を通じて、受託者が取り扱う個人情報については、鳥取市個人情報の保護に関する法

律施工条例（以下「個人情報保護条例」という。）の規定に基づき、個人情報の保護、守秘義

務、漏洩・滅失・き損の防止等その他保有する個人情報の管理のために必要な措置を講じる

ように努めなければならない。 

(3)  受託者又は本業務に従事しているものは、個人情報保護条例の規定に基づき、当該市営住宅

等の管理に関して知りえた個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用しては

ならない。このことは、契約期間が満了し、若しくは契約を解除したとしても、又は業務従

事者がその職務を退いた後においても同様とする。 

 

15 瑕疵担保 

   受託者は、本業務終了後であっても、受託者の過失等に起因する不良箇所が発見された場合

で、受託者の過失等が明確である場合、本市の指示により必要な補償及び修繕を受託者に負担

により行うものとする。 

 



16 施設賠償責任保険等への加入 

（1）修繕等を行う中で受託者の責において発生した事故等に対応するため、業務期間中は損害を

補填できるよう保険に加入しなければならない。 

（2）事故が発生した場合において、保険会社の指示に従い受託者の負担において示談金を支払うまで

の業務を行う。 





別紙２ 

 

緊急通報システム保守点検業務仕様書 

 

緊急通報システム保守点検業務に関する事項は、この仕様書に基づいて行うものとする。 

 

１ 点検業務内容 

(1) 各戸の緊急通報システム施設機器の作動点検 

(2) 各戸から相談所（委託施設）への通報点検 

ア 大森団地、湯所団地、材木団地 ・・・いなば幸朋苑 

イ 湖山団地、賀露団地 ・・・白兎あすなろ 

 

２ 点検業務報告書の提出 

各点検結果をとりまとめ、報告書として市に提出すること。 

 

３ その他（留意点） 

(1) 点検業務において、不良箇所及び取替必要箇所等が判明した場合は、直ちに市に報告し、指

示に従うこと。なお、この場合には報告書を作成のこと。 

(2) 点検業務において、事前に入居者及び関係機関に作業の了解を得ることはもとより、団地関

係棟の入居者に作業日程等を事前に周知すること。 

 

４ その他 

本業務に際して疑義が生じた場合には、市と協議のうえ、決定するものとする。 

 











別紙５ 

 

樹木管理業務仕様書 

 

樹木管理業務に関する事項は、この仕様書に基づいて行うものとする。 

 

１ 点検業務内容 

(1) 市営住宅及び受託県営住宅を２グループに分け、１年ごとに樹木（中高木）の剪定管理を行

う。 

〇市営住宅 

１グループ ２グループ 

賀露団地 湖山団地 

徳吉団地(1～11 棟) 徳吉団地(12～19 棟、幼児遊園) 

旭町団地(西側敷地) 旭町団地(東側敷地) 

吉成団地 駅南団地 

大森団地 田島団地 

湯所団地 材木団地 

西品治北団地 古海団地 

円通寺団地(Ｂ、Ｃ含む) 国安団地 

玄好団地 馬場団地 

下味野団地(Ｂ含む) 法花寺団地 

わかとり団地 新麻生団地 

 

〇受託県営住宅 

高草団地 西品治団地 

美保第一団地 国安南団地 

円通寺団地 倉田団地 

湖南団地  

 

(2) 剪定の際、腐食等で転倒の恐れがある樹木が確認された場合市と協議のうえ、伐採を行う。 

(3) その他市からの指示があった場合、伐採を行う。 

 

２ 業務報告書の提出 

管理を行った樹木の作業前後の写真を提出する。(複数本同時に撮影してもよい) 

 

３ その他（留意点） 

(1) 高所作業となるため、安全装置の着用及び複数人で作業を行う。 

(2) 付近の通行者の安全に留意する。 

(3) 影響範囲に駐車枠がある場合、事前に周知を行う。  

 



別紙６ 

支払い計画書 

（単価：円） 

 

業務月 請求支払月 
委託料 

管理委託費分 維持修繕費等 

令和７年７月 令和７年８月  実施支給額による 

令和７年８月 令和７年９月  

令和７年９月 令和７年 10 月  

令和７年 10 月 令和７年 11 月  

令和７年 11 月 令和７年 12 月  

令和７年 12 月 令和８年１月  

令和８年１月 令和８年２月  

令和８年２月 令和８年３月  

令和８年３月 令和８年４月  

令和８年４月 令和８年５月  

令和８年５月 令和８年６月  

令和８年６月 令和８年７月  

合計   

 



（別紙 7） 

業務従事者届出書 

 

鳥取市 

 鳥取市長  深澤 義彦 様 

 

次のとおり、業務従事者を届け出ます。 

 

令和   年   月   日 

 

受託者 住所又は所在地 

商 号 又 は 名 称 

代表者名又は氏名 

 

 

業 務 名 ： 令和 7～8 年市営住宅等維持管理業務 

業務場所 ： 鳥取市賀露町南二丁目地内ほか 

 

（業務従事者） 

氏  名 種  別 電話番号 主な保有資格等 

 業務責任者   

 業務担当者   

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 



（様式１） 

 

 

修繕完了通知書 
 

 

鳥取市長 深澤 義彦  様 

 

 

次のとおり修繕が完了したので、通知します。 

 

 

  令和  年  月  日 

 

 

受託者  住 所   

商号又は名称   

代 表 者 氏 名   

 

 

修 繕 名  
明細書 

番号 
 

場 所 市営住宅○○団地○○棟○○号    

期 間 令和  年  月  日から令和  年  月  日まで 

金 額 金          円 

修 繕 完 了 

年 月 日 
令和   年   月   日 

添付書類  ・請求書 

・内訳書 

・修繕の前後が判断できる写真 



（様式２）その１ 

 

実 績 報 告 書 
（市営住宅 令和  年  月分） 

 

 

鳥取市長 深澤 義彦 様 

 

 

このことについて、下記のとおり報告します。 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

受託者  住 所   

商号又は名称   

代 表 者 氏 名   

 

 

修 繕 完 了 実 績 （ Ａ ） 
（様式１の修繕完了通知書記載の件

数・金額の合計と一致させること） 
   件          円 

保 守 点 検 等 結 果 （ Ｂ ）          円 

苦 情 ・ 相 談 ・ そ の 他 受 付    件 

委 託 料 （ 維 持 修 繕 費 分 ） 

請 求 予 定 金 額 （ Ａ ＋ Ｂ ） 
         円 

※市営住宅について記載すること。 

添付書類  ・修繕等維持管理業務実績明細書 

・修繕完了通知書（様式１）とその添付書類の写し一式 

・（保守点検等の結果が分かる書類） 

・（苦情相談受付簿） 

 



（様式２）その２ 

 

      実 績 報 告 書 
（受託県営住宅 令和  年  月分） 

 

 

鳥取市長 深澤 義彦 様 

 

 

このことについて、下記のとおり報告します。 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

受託者  住 所   

商号又は名称   

代 表 者 氏 名   

 

 

修 繕 完 了 実 績 （ Ａ ） 
（様式１の修繕完了通知書記載の件

数・金額の合計と一致させること） 
   件          円 

保 守 点 検 等 結 果 （ Ｂ ）          円 

苦 情 ・ 相 談 ・ そ の 他 受 付    件 

委 託 料 （ 維 持 修 繕 費 分 ） 

請 求 予 定 金 額 （ Ａ ＋ Ｂ ） 
         円 

※受託県営住宅について記載すること。 

添付書類  ・修繕等維持管理業務実績明細書 

・修繕完了通知書（様式１）とその添付書類の写し一式 

・（保守点検等の結果が分かる書類） 

・（苦情相談受付簿） 

 



（様式３） 

 

 

                      令和  年  月  日 

 

 

鳥取市長 深澤 義彦 様 

 

受託者  住 所   

商号又は名称   

代表者氏名   

 

 

請求書 
 

 

これは、令和７年  月  日に締結した委託契約第 30 条に基づき、○○月分委託

料として下記のとおり請求します。 

 

 

記 

 

 

１ 事 業 名  令和７～８年市営住宅等維持管理業務 

 

２ 事業場所  鳥取市賀露町南二丁目地内ほか 

  

３ 請求金額  金                円 

内訳） 

管理委託費分                円 

維持修繕費分（市営住宅）          円 

維持修繕費分（受託県営住宅）        円 

 



修繕等維持管理業務実績明細書

番号 請求月 受付日 作業日 団地名 棟番号 号数 名称 内容 業者名 請求額 備考

1 4月分 2025/7/1 2025/7/5 ○○ 1 1 給湯器取替 ガス給湯器取替 ○○ガス 123,456 (記載例)

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

1/6












































